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2001年の世界的経済減速にもかかわらず

途上国の経済成長は中期的には明るい見通し
ワシントン、2001年4月10日—本日発表された世界銀行の報告書によると、世界経済は昨年末以降急速に減速しているが、今年の後半から上昇に転ずる可能性が強く、国内総生産（GDP）の世界的な伸びは今年の2.2％で底をうち2002年には3.3％に達するであろう。開発途上国の2001年の成長率は、平均4.2％となる見通しである。これは、昨年の成長率 に比べ1％以上の落ち込みであるが、1990年代のこれらの国々の成長率を0.8％上回る水準である。

世界銀行が開発途上国と移行経済国への対外金融の見通しをまとめ毎年発表する「世界開発金融2001」によると、途上国に流れる国際資金フローは、東アジアの経済危機とその後の新興市場への影響が色濃かった頃に比べ、経済成長と貧困緩和の促進により重要な存在となりうると指摘している。投資環境を整備した国は、こうした資金フローの恩恵を最大限に享受することができる。そのため同報告書は、資金フローが、最大限に効果的に活用できる途上国にはより多く流れるような国際的、国内的努力を呼びかけている。

経済危機の間も堅調に推移した途上国向け海外直接投資（FDI）は、2000年にはいくぶん落ち込んだものの長期的な見通しは明るい。98年と99年に激減した債券、銀行貸付、株式などの資金フローは、その後確実に回復しているものの97年のピークをはるかに下回っている。海外の民間資金に対する需要は一部の東アジア諸国での投資リターンの低下に伴って減少したが、その他の途上国においては健在である。ただし、国際金融市場の情勢が不透明なため、このような資金の供給には限界がある。今後の展望を見ると、資金フローは引き続き増大するものの、各国のGDPや輸出に対するその重要性は90年代半ばに比べ低めに推移すると予想される。

「90年代末の金融危機は、資本フローの激しい変動によって拡大しました」と、ニコラス･スターン世界銀行チーフ･エコノミスト兼上級副総裁は語る。「確かに、こうした激しい変動に伴うリスクは大きいですが、本報告書は、中期的には、資本フローが健全で開放的な投資環境を整えた途上国の成長と貧困削減に対する努力に役立つ、と述べています。民間資本はビジネス環境が整っていない国を避け、経済成長に前向きに資金を活用しようとする国に流れる傾向があります」。

グローバル経済の現状  

金利上昇と石油価格の高騰をきっかけに2000年後半から現れ始めた世界経済の減速は、米国経済の急激な減速によって同年末に一層その傾向を強めた。2000年第4四半期初めのデータでは米国経済のソフト・ランディングの見通しが強かったが、金融市場の動向が11月に急変した。これは、生産と貿易の短期的な動きに対して金融市場が過度に反応した典型例である。半導体をはじめとするハイテク製品の輸入が米国で激減すると、その影響は特に東アジア諸国を中心に即座に現れた。
同報告書は、低成長の長期化より早期回復の可能性の方が高いであろうと論じているが、ここ数ヵ月の見方ではむしろ前者のシナリオの方が有力になってきている。経済の減速は途上国に対して様々な影響を与えるが、リスクと収益機会の両方をもたらすであろう。

途上国の2001年度の成長率は平均4.2％と昨年より1％以上の落ち込みが予測される。最も高い成長率が予測されるのは東アジア･大洋州地域の5.5％で、ヨーロッパ･中央アジア地域の2.3％が最も低い成長率である。回復は引き続き2002年にも進み、途上国の平均成長率は4.9％に達するであろうと予測される。
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注：民間資本フローは原価償却引当後の正味金額

途上国の今後の経済成長見通しは、米国、ヨーロッパ、日本という三大先進経済圏の動向に大きくかかっている。同報告書によると、2001年にはこれら三大先進経済圏の成長率は落ち込み、2002年には回復が見込まれるものの、その度合いはまちまちである。いずれの経済圏についても、「短期的には若干落ち込むが、2001年末から2002年初めにかけて比較的早い速度で回復する」と、同報告書は見ている。ヨーロッパは経済減速に対して最も抵抗力があると見られるが、日本経済の伸びは微々たるものとなり、本格的な景気後退の可能性が高まった。

「低成長が長期化するよりは、現在の経済減速が早期回復に向かう可能性の方が高いでしょう。これは、成長基盤となる技術面や生産性の動向が良好であるためと、金利低減、減税といった政策上の調整が積極的に行われているため、さらに、為替レートに柔軟性をもたせ、短期債務の削減を図ったことにより新興市場経済が経済的悪影響を受けにくくなったためです」と、本報告書の作成に当った世界銀行経済政策･予測グループのユリ･ダドューシュ局長は語る。「先進国の予想外の景気のハード・ランディングの可能性が、まったく無いわけではありません。もしそうなれば、多くの途上国に深刻な影響を与えることになるでしょう」。
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生産高と貿易の増大に立ち遅れる資本フロー 

途上国への国際資本フローは、90年代の急激な下落のあと2000年には堅実な伸びを示したが、それでもなお危機以降の生産高と貿易成長速度に比べると立ち遅れが目立つ。しかしこれは同時に、ほとんどの途上国で対外債務に対する依存度が下がったことを示唆している。特に激しく変動する短期債務が減り、外貨準備の増加が対外債務の返済能力を強めていることが指摘される。

経済危機の間も堅調に推移した途上国向け海外直接投資（FDI）は、ラテンアメリカ諸国の民営化プロジェクトや東アジアのM&Aに流れる国際資本の減少に伴い、2000年には多少の落ち込みを見せた。途上国が世界全体の海外直接投資に占める割合は97年以降激減し、途上国間の資金の集中度は近年増大している。国際的な投資フローに対する競争が高まるにつれ、適切な投資環境を整備することがさらに重要性を増している。


途上国への資本市場フローは2000年には増加したものの、依然97年のピークをはるかに下回っている。途上国の信用力はこの一年間で改善されたが、国際市場の現状を反映して資本フローは引き続き激しく変動している。

こうした資本フローの激しい変動は高いコストを伴うため、これに備えるセーフガードが必要である。そのための最善策は、国内で強固な金融システムを整備することであるが、（資本の）国際的な流動性を高めることも必要となるかもしれない。

公的開発援助と債務救済のより効果的な実施

東アジア危機の影響を受けた国々に対して日本政府が援助を増加したことを契機に公的開発援助は一時的ではあるものの順調に増加し、その恩恵を途上国にもたらしている。日本政府の99年の援助額は、98年より47億ドル増加し、153億ドルであった。ドナー（特に米国）からの援助フローが世界的に増えたその他の主な要因としては、コソボの難民救済に向けられた国際社会の努力が挙げられる。

援助フローは2000年に416億ドルという伸びを示したが、量的には名目値で95年の水準を50億ドル近く下回っていると同報告書は指摘している。ドナーによる99年の平均的援助供与額は国民総生産（GNP）のおよそ0.24％で、89～92年の0.35％を下回った。GNP比0.7％という国連の目標には及ばないとしても、もし0.35％を維持していたならば、現在の援助水準は実際より200億ドル多くなる計算になる。

日本政府による援助額は、東アジア に対する特別援助プログラムにより99年に大幅に増え、G-7の他の4ヵ国（カナダ、フランス、イタリア、イギリス）による公的援助のGNP比率の減少分を相殺する形となった。ドイツと米国の援助額は、GNP比率で引き続き98年の水準にとどまっている。援助フローは、一部の主要ドナーで国内財政に懸念が生じていることも手伝い、引き続き限定的であると見られる。それとは対照的に、米国は多額の財政黒字にもかかわらず、援助、とりわけ公的援助の供給に懐疑的な見方があり、それが米国の従来の援助プログラムの復活を難しくしているとの見方も一部ある。

こうした援助の増加が一時的でないようにするためには、主要なドナーによるコミットメントが引き続き必要である。特に、国際開発目標の達成には、援助フローの大幅な増加とその効果的利用が不可欠である。 

90年代には、各国間での援助の効果的な配分にも改善が見られた。これは、受益国側の政策が改善され援助の受け入れ能力が高まったことと、有効な政策を持たない国への援助が減ったことに起因する。しかし、援助フローの流れを中所得国から低所得国に振り向けたり、良好な実績にもかかわらずこれまで援助をほとんど受けてこなかった国や援助が増えていない国への支援を増やせば、貧困削減の潜在的可能性は非常に高い。

それぞれのドナーが特定のプログラムやプロジェクトに専念するという最近の動きも、援助効果を高めるのに貢献できる。こうすることで、各国が選んだ開発プログラムにどれほどの支援が必要かを予測しやすくなり、中期的な予算編成が可能になるため、援助に対するコミットメントを高めるのに役立つ。この場合のプログラムは、ドナー・受益国の双方が合意した政策枠組みに基いており、結果の達成を条件としている。こうしたプログラム主体のアプローチへの移行は、各国が政策アジェンダに「オーナーシップ」を持つことの重要性と、以前から議論のあるプロジェクトの当事者間の調整の難しさ（特にドナーが各プロジェクトに対して異なる報告を義務づけている場合にはより顕著）を反映している。

「90年代初めから現れ始めた開発援助の減少傾向には一応歯止めがかかり、債務救済のペースも加速しています。これは、経済成長の促進と貧困削減に努めている開発途上国にとって、誠に良いニュースだと言えるでしょう」と、世界銀行の経済政策･予測グループのリード・スペシャリストであり本書の主な執筆者であるアショカ･モディーは言う。「世界中の何百万人という最も貧しい人々を救うためには、国際開発目標を直ちに達成しなければなりません。そのためにも、ドナーと受益国の両方が、援助を増やしさらにそれを効果的に活用しようとするコミットメントを一段と強める必要があります」。
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重債務貧困国（HIPC）イニシアティブを通じた債務救済により、一部の最貧困国で大きな成果が現れつつある。同報告書は「このプログラムが96年に発足して以来、救済の適用が決定した国、そして実際に救済措置を受けた国の数は、2000年が最高であった」と、述べている。 

およそ1,700億ドルにのぼる公的対外債務を抱える41ヵ国が、このイニシアティブの対象として考慮されている。2000年末までには22ヵ国が適用を認められ、総額203億ドル（純現在価値）の債務救済が約束された。債務救済の対象国の人口6億人のうち、その半数は1日1ドル以下の生活を強いられている。世界銀行と国際通貨基金（IMF）は、2001年に債務救済の適用対象となる貧困国 の数がさらに増えることを願っている。
援助効果を上げる新アプローチである重債務貧困国（HIPC）イニシアティブは、受益国に新たなスタートの機会を与える。同イニシアティブは近年拡大され、それにより債務救済のペースが加速し、さらに債務救済にあてられる資金が増えた。だが、このイニシアティブがドナーからの総拠出額の増加をどの程度導く事ができるかについては不透明である。重債務貧困国の経済成長を阻む主な要因は乏しい政策や制度であるため、政策改革といかに結び付けるかが債務救済の成功のカギとなる。同時に、こうした国が先進国市場により一層アクセスできれば、グローバル市場との統合も可能となり、経済成長に役立つであろう。
「このような救済措置は、受益国に大きな影響を与えます」とチーフ･エコノミストであるニコラス･スターンは言う。「しかしこの影響が継続するかどうかは、資金の活用方法にかかっています。そのためには、こうした国々が経済改革にオーナーシップを持つことが求められます。貧困削減戦略ペーパーは、こうしたオーナーシップを確立し貧困削減と成長に関する課題を強化するための重要なメカニズムを示しています」。

国際公共財のための資金調達 

「世界開発金融2001」では初めて、国際的な協調と資本移動を要する緊急課題に対して開発援助資金が世界規模でどれほど費やされたかを推定する包括的試みがなされている。いわゆる国際公共財と呼ばれるこうした課題は、伝染病の抑制、気候変動対策、金融安定化対策、世界平和維持といった問題を含む。

同報告書は、こうした課題に対して向けられる国際資本移動は年間およそ50億ドルであると推定している。その内訳は、民間財団からの10億ドル、公的信託基金（ドナー政府が多国間機関やその他の機関に拠出する基金）からの20億ドル、公的開発援助の20億ドルである。これに加えて、例えば保健制度を改善して伝染病に取り組むといった国別の対応やインフラ整備に資金を投じて国際公共財の効果的な受け入れを目指す公的開発援助として、およそ110億ドルが費やされていると推定する。

「地球温暖化対策や金融安定化対策のような一部の重要な国際公共財には、単に資金だけでなく、協調的対応を促すインセンティブが必要だ。こうした協調は非常に大きな成果をもたらしうる。」と、同報告書は述べている。

-###-

メディアの方は、解禁日前に「世界銀行オンライン･メディア･ブリーフィング･センター」で報告書をご覧いただけます。（ http://media.worldbank.org/secure/）。

パスワードをまだお持ちでないメディアの方は、こちらのウエブサイトでご登録ください。

http://media.worldbank.org/


本報告書の全文、プレスリリース、その他の資料は、解禁後に以下のウエブサイトにて、

一般公開されます。
http://www.worldbank.org/prospects/gdf2000
本報告書についてのメディア掲載にあたり、上記ウエブ･アドレスを含めるようお勧めします。
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援助は1997年以来順調に伸びてきた

* 純技術協力グラント  



The race to the bottom hypothesis holds that more foreign investment will go to “pollution havens” and this will create incentives for lower standards everywhere.



The evidence shows that this is not the case.  In the chart above, for the state of Sao Paulo in Brazil, FDI has increased while air pollution levels have fallen.  This is also the case for Mexico City and for Chinese foreign direct investment.



Important challenges lie ahead on managing the global commons, but despite some localized problems, FDI does not appear to contribute to them in a material way.
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注：民間資本フローは原価償却引当後の正味金額



After precipitous declines in 1998 and 1999, capital flows to developing countries grew smartly in 2000, but their recovery has still lagged behind growth of output and trade since the late-1990s crises.



The trend in capital flows also implies reduced indebtness ratios, debt/GNP, debt-service/exports.



Although the rise in capital inflows to developing countries in the first half of the 1990s received most of the attention, capital outflows also increased. And at least a part of the decade’s increase in capital inflows may reflect transactions tied to capital outflows, perhaps to avoid taxes. Those outflows also reflect greater economic integration with the rest of the world.



Capital market flows were bolstered last year by modest improvements in perceived creditworthiness. But a lack of liquidity and indications of investor nervousness suggest that the memory of the crises remains. For countries with marginal access but significant dependence on international capital markets, the risk of being unable to roll over their borrowings could be significant. Despite the strong rise in 2000, international capital flows are likely to account for smaller shares of developing countries’ GDP in the next few years.
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